
【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号

 
【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 2024年10月11日

【中間会計期間】 第59期中(自　2024年３月１日　至　2024年８月31日)

【会社名】 和田興産株式会社

【英訳名】 WADAKOHSAN CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　溝　本　俊　哉

【本店の所在の場所】 神戸市中央区栄町通四丁目２番13号

【電話番号】 078-361-1100（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　黒　川　宏　行

【最寄りの連絡場所】 神戸市中央区栄町通四丁目２番13号

【電話番号】 078-361-1100（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役　黒　川　宏　行

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 

 

EDINET提出書類

和田興産株式会社(E04029)

半期報告書

 1/21



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第58期

中間会計期間
第59期

中間会計期間
第58期

会計期間
自 2023年３月１日

至 2023年８月31日

自 2024年３月１日

至 2024年８月31日

自 2023年３月１日

至 2024年２月29日

売上高 （千円） 20,789,461 20,149,888 38,825,853

経常利益 （千円） 2,141,099 1,824,113 3,820,345

中間（当期）純利益 （千円） 1,481,492 1,242,301 2,638,765

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,403,091 1,403,091 1,403,091

発行済株式総数 （株） 11,100,000 11,100,000 11,100,000

純資産額 （千円） 29,751,307 31,326,349 30,658,726

総資産額 （千円） 94,584,094 105,433,981 101,228,609

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 133.47 113.02 237.73

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 26.00 26.00 60.00

自己資本比率 （％） 31.5 29.7 30.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △5,159,844 △7,166,726 △1,176,928

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △184,518 △670,748 △458,494

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 9,077,038 6,493,882 7,466,004

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高

（千円） 12,872,294 13,626,608 14,970,200
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は、記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しいため、

記載を省略しております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

当中間会計期間におけるわが国経済は、インバウンド需要の増加、所得環境の改善によるサービス消費の増加

などで、経済活動には回復の兆しがみられますが、不安定な国際情勢等による資源価格の高騰や急速な為替変動

に伴う物価高等、依然として先行きが不透明な状況が続いております。

不動産業界におきましては、政府の住宅取得支援策の継続や住宅ローン金利の低水準での推移で、需要は底堅

さを保っておりますが、建築コストの高止まり等による販売価格への影響、日銀の金利政策の動向等が懸念され

る状況であります。

それにより、当中間会計期間における売上高は20,149百万円（前年同期比96.9％）、営業利益は2,176百万円

（同87.0％）、経常利益は1,824百万円（同85.2％）、中間純利益は1,242百万円（同83.9％）となりました。

なお、当社の主要事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上

高が計上されるため、開発時期や工期等により業績に偏向が生じる場合があります。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

（分譲マンション販売）

主力の分譲マンション販売におきましては、開発基盤となる用地価格や建築コストが上昇しているものの、住

宅ローン金利の低水準や住まいに利便性を求める傾向が強まっていることから、分譲マンション市場は比較的堅

調に推移しており、当社としましては、新規発売物件を中心に契約獲得に向けた販売活動及び引渡計画の推進に

注力してまいりました。

その結果、当中間会計期間における売上高は14,815百万円（前年同期比91.0％）、セグメント利益（営業利

益）は1,544百万円（同68.9％）となりました。

なお、当中間会計期間において、分譲マンションの発売戸数は350戸（同172.4％）、契約戸数は263戸（同

76.5％）、引渡戸数は326戸（同89.1％）となり、契約済未引渡戸数は627戸（同81.4％）となりました。

（戸建て住宅販売）

戸建て住宅販売におきましては、契約獲得に向けた販売活動に注力してまいりました。

　その結果、戸建て住宅24戸の引渡しにより、売上高は913百万円（前年同期比98.6％）、セグメント利益（営業

利益）は72百万円（同85.1％）となりました。

（その他不動産販売）

その他不動産販売におきましては、賃貸マンション等10物件の販売により、売上高は2,722百万円（前年同期比

138.1％）、セグメント利益（営業利益）は620百万円（同223.1％）となりました。

（不動産賃貸収入）

不動産賃貸収入におきましては、当社が主力としております住居系は比較的安定した賃料水準を維持してお

り、入居率の向上と滞納率の改善に努めると同時に、最適な賃貸不動産のポートフォリオ構築のため、新規に物

件を取得するなど賃貸収入の安定的な確保を目指してまいりました。

その結果、不動産賃貸収入は1,647百万円（前年同期比103.2％）となり、セグメント利益（営業利益）は516百

万円（同92.0％）となりました。

（その他）

その他の売上高は、解約手付金収入、保険代理店手数料収入及び仲介手数料等で50百万円（前年同期比

286.5％）、セグメント利益（営業利益）は44百万円（同286.8％）となりました。
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貸借対照表の前事業年度末と当中間会計期間末との比較による分析は下記のとおりであります。

（資産）

当中間会計期間末における資産は、105,433百万円（前事業年度末比4,205百万円の増加）となりました。

主な要因は、現金及び預金の減少1,470百万円等に対し、次期以降の用地取得及び建築費等の支払いによる仕掛

販売用不動産の増加4,558百万円、新築事業用賃貸物件等による有形固定資産の増加1,191百万円等によるもので

あります。

（負債）

当中間会計期間末における負債は、74,107百万円（前事業年度末比3,537百万円の増加）となりました。

主な要因は、分譲マンション等引渡による前受金の減少3,311百万円等に対し、プロジェクト資金調達にかかる

長期借入金（1年内返済予定分含む）の増加6,389百万円等によるものであります。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産は、31,326百万円（前事業年度末比667百万円の増加）となりました。

主な要因は、利益処分に伴う利益配当金377百万円による利益剰余金の減少、自己株式の取得203百万円等に対

し、中間純利益1,242百万円の計上等によるものであります。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、13,626百万円（前年同期に比べ754

百万円の増加）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、営業活動の結果減少した資金は、7,166百万円（前年同期は5,159百万円の減少）と

なりました。

主な要因は、税引前中間純利益の計上1,816百万円等資金の増加に対し、用地仕入や建物建築進捗等による棚卸

資産の増加5,424百万円及び引渡による前受金の減少3,311百万円等の資金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、投資活動の結果減少した資金は、670百万円（前年同期は184百万円の減少）となり

ました。

主な要因は、有形固定資産取得による954百万円等の資金の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、財務活動の結果増加した資金は、6,493百万円（前年同期は9,077百万円の増加）と

なりました。

主な要因は、事業資金調達にかかる長期借入金の増加6,389百万円等の資金の増加によるものであります。

 
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありませ

ん。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(5) 従業員数

当中間会計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 
　(6) 経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 
(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

経営成績に重要な影響を与えると推測される要因は、事業等のリスクに記載したとおりであります。各リスク

に対しては、影響を最小限に抑えられるように、発生の可能性や結果の重大性に応じた対策を講じてまいりま

す。
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(8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当中間会計期間における資金調達は、金融機関からの借入金により事業用資金として16,642百万円、運転資金

として1,300百万円を調達しております。具体的には分譲マンション及び戸建て住宅の開発用地の取得や建築代金

支払いにかかる資金をはじめとして、事業用固定資産（賃貸用不動産）の取得等に伴う資金を含めて、プロジェ

クト単位で資金調達を行うことを基本としております。

当中間会計期間末の現金及び現金同等物は13,626百万円となっており、大型プロジェクトに対応したコミット

型シンジケートローンの取り組みや、一棟売り小型賃貸住宅の開発資金向けコミットメントラインの設定、プロ

ジェクト展開地域を主要地盤とする金融機関の活用など、資金調達の円滑化に向けた対応を進めております。

 
(9) 生産、受注及び販売の実績

当社の主力事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上高が計

上されるため、開発時期や工期等により売上実績に偏向が生じる傾向にあり、その内容については次の通り（セ

グメント別の前年同期比）であります。

① 当中間会計期間におけるセグメントごとの販売実績

セグメントの名称

当中間会計期間

(自　2024年３月１日　至　2024年８月31日)

物件名又は内容
戸数

（戸）

金額

（千円）

構成比

(％)

前年同期比

(％)

分譲マンション販売

ワコーレ明石大久保ステーションフィール 72 2,775,800 － －

ワコーレ西田辺リーブス 73 2,755,778 － －

ワコーレ明石人丸 58 2,562,812 － －

ワコーレ王子公園アクロススクエア 37 1,869,109 － －

ワコーレ六甲篠原中町 20 1,252,363 － －

その他 66 3,599,562 － －

小　　計 326 14,815,426 73.5 91.0

戸建て住宅販売
戸建て住宅 24 913,373 － －

小　　計 24 913,373 4.5 98.6

その他不動産販売
賃貸マンション・宅地等の販売 107 2,722,869 － －

小　　計 107 2,722,869 13.5 138.1

不動産賃貸収入
賃貸マンション等の賃貸収入 － 1,647,262 － －

小　　計 － 1,647,262 8.2 103.2

その他
その他の収入 － 50,955 － －

小　　計 － 50,955 0.3 286.5

合　　計 457 20,149,888 100.0 96.9
 

(注) １．分譲マンション販売の金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

２．その他不動産販売の戸数は、一棟売却の賃貸マンションの戸数を記載しており、土地売りについては含めて

おりません。

３．不動産賃貸収入及びその他には、販売住戸が含まれていないため、戸数表示はしておりません。

４．共同事業の戸数及び金額は、出資割合によりそれぞれ計算（小数点以下切捨て）しております。
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② 当中間会計期間におけるセグメントごとの契約実績

セグメントの名称

当中間会計期間

(自　2024年３月１日　至　2024年８月31日)

期中契約高 契約済未引渡残高

戸数

（戸）

金額

（千円）

前年同期比

（％）

戸数

（戸）

金額

（千円）

前年同期比

（％）

分譲マンション販売 263 13,849,199 84.0 627 32,612,940 94.1

戸建て住宅販売 18 725,312 76.1 1 57,740 10.9

その他不動産販売 139 2,764,209 198.0 52 782,670 225.5

合計 420 17,338,721 92.0 680 33,453,350 94.1
 

(注) １．分譲マンション販売の金額には、住戸売上のほかに分譲駐車場の金額が含まれております。

２．その他不動産販売の戸数は、一棟売却の賃貸マンションの戸数を記載しており、土地売りについては含めて

おりません。

３．共同事業の戸数及び金額は、出資割合によりそれぞれ計算（小数点以下切捨て）しております。

 
(10) 主要な設備

　当中間会計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい変更は

ありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 34,400,000

計 34,400,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2024年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年10月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,100,000 11,100,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数：100株

計 11,100,000 11,100,000 － －
 

(注) 完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年８月31日 ― 11,100,000 ― 1,403,091 ― 1,448,280
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(5) 【大株主の状況】

2024年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に対
する所有株式数
の割合(％)

株式会社四三二 神戸市中央区山本通３丁目７-６-701 2,500,000 22.82

和田　憲昌 神戸市須磨区 1,488,000 13.58

和田　剛直 神戸市中央区 1,054,000 9.62

大阪中小企業投資育成株式会社 大阪市北区中之島３-３-23 560,600 5.12

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８-12 256,600 2.34

柏木　修 神戸市東灘区 200,000 1.83

株式会社建隆インベストメント 神戸市中央区海岸通６番地 184,100 1.68

合資会社水谷商店 大阪市西区阿波座１-13-11　建協ビル４階 162,500 1.48

SIX SIS LTD.
 (常任代理人
 株式会社三菱UFJ銀行)

BASLERSTRASSE 100, CH-4600 OLTEN
SWITZERLAND
 (東京都千代田区丸の内１-４-５)

131,828 1.20

河野　貴輝 東京都港区 122,700 1.12

計  6,660,328 60.80
 

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2024年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式

75,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,999,100 109,991 －

単元未満株式 普通株式 25,400 － －

発行済株式総数  11,100,000 － －

総株主の議決権  － 109,991 －
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式は含まれておりません。

　　 ２ 「役員向け株式交付信託」の導入に伴い、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式

69,100株（議決権の数691個）は「完全議決権株式(その他)」に含めて表示しております。

 

② 【自己株式等】

2024年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

和田興産株式会社
神戸市中央区栄町通
４-２-13

75,500 － 75,500 0.69

計 － 75,500 － 75,500 0.69
 

(注)株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する「役員向け株式交付信託」に係る当社株式69,100株は、

　　上記自己株式に含めておりません。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づ

いて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第一種中間財務諸表であります。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2024年３月１日から2024年８月31日ま

で）に係る中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年２月29日)
当中間会計期間
(2024年８月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 17,345,545 15,874,960

  売掛金 5,559 4,599

  リース債権 794,384 782,895

  販売用不動産 ※１  9,610,934 ※１  9,826,970

  仕掛販売用不動産 44,283,350 48,841,843

  その他 348,761 235,862

  貸倒引当金 △7,663 △7,864

  流動資産合計 72,380,873 75,559,267

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 12,470,586 ※１  13,098,548

   土地 13,660,426 ※１  13,919,735

   その他（純額） ※１  568,548 ※１  872,405

   有形固定資産合計 26,699,562 27,890,689

  無形固定資産 668,143 678,765

  投資その他の資産   

   繰延税金資産 466,061 435,577

   その他 1,029,577 885,285

   貸倒引当金 △15,609 △15,604

   投資その他の資産合計 1,480,029 1,305,259

  固定資産合計 28,847,735 29,874,714

 資産合計 101,228,609 105,433,981
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2024年２月29日)
当中間会計期間
(2024年８月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,783,196 1,649,013

  電子記録債務 4,864,649 6,842,419

  短期借入金 7,754,500 8,465,515

  1年内償還予定の社債 56,000 56,000

  1年内返済予定の長期借入金 9,969,623 11,795,700

  未払法人税等 853,085 588,728

  前受金 6,287,288 2,975,872

  賞与引当金 150,940 161,643

  役員賞与引当金 10,275 9,752

  完成工事補償引当金 20,000 21,000

  資産除去債務 1,240 -

  その他 972,507 1,128,205

  流動負債合計 34,723,306 33,693,851

 固定負債   

  社債 176,000 148,000

  長期借入金 34,633,089 39,196,957

  退職給付引当金 246,116 252,028

  役員退職慰労引当金 122,569 -

  役員株式給付引当金 - 6,850

  資産除去債務 315,735 336,541

  その他 353,065 473,403

  固定負債合計 35,846,575 40,413,780

 負債合計 70,569,882 74,107,631

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,403,091 1,403,091

  資本剰余金 1,448,280 1,450,767

  利益剰余金 27,790,332 28,655,241

  自己株式 △121 △206,257

  株主資本合計 30,641,581 31,302,842

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 20,859 24,544

  繰延ヘッジ損益 △3,714 △1,037

  評価・換算差額等合計 17,145 23,507

 純資産合計 30,658,726 31,326,349

負債純資産合計 101,228,609 105,433,981
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年８月31日)

当中間会計期間
(自 2024年３月１日
　至 2024年８月31日)

売上高 20,789,461 20,149,888

売上原価 16,315,469 15,677,791

売上総利益 4,473,992 4,472,096

販売費及び一般管理費 ※１  1,971,072 ※１  2,295,781

営業利益 2,502,919 2,176,315

営業外収益   

 受取利息 149 1,179

 受取配当金 7,758 2,525

 保険解約返戻金 9,693 88,247

 受取手数料 4,613 1,201

 その他 5,132 6,156

 営業外収益合計 27,346 99,310

営業外費用   

 支払利息 302,741 351,557

 資金調達費用 78,749 90,403

 その他 7,675 9,551

 営業外費用合計 389,166 451,513

経常利益 2,141,099 1,824,113

特別損失   

 固定資産売却損 2,597 -

 固定資産除却損 - 7,629

 特別損失合計 2,597 7,629

税引前中間純利益 2,138,501 1,816,483

法人税、住民税及び事業税 630,000 547,000

法人税等調整額 27,008 27,182

法人税等合計 657,008 574,182

中間純利益 1,481,492 1,242,301
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間会計期間
(自 2023年３月１日
　至 2023年８月31日)

当中間会計期間
(自 2024年３月１日
　至 2024年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 2,138,501 1,816,483

 減価償却費 340,925 355,091

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △5,780 196

 賞与引当金の増減額（△は減少） 2,397 10,703

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,025 △522

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,000 1,000

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,260 5,912

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,710 △122,569

 役員株式給付引当金の増減額（△は減少） - 6,850

 受取利息及び受取配当金 △7,907 △3,705

 支払利息 302,741 351,557

 有形固定資産売却損益（△は益） 2,597 -

 有形固定資産除却損 542 523

 売上債権の増減額（△は増加） △876 960

 リース債権の増減額（△は増加） 10,696 11,489

 棚卸資産の増減額（△は増加） △5,810,921 △5,424,702

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,830,282 △156,413

 前受金の増減額（△は減少） △198,651 △3,311,416

 その他 626,997 362,783

 小計 △4,417,023 △6,095,776

 利息及び配当金の受取額 7,697 3,671

 利息の支払額 △305,823 △335,102

 法人税等の支払額 △444,694 △739,519

 営業活動によるキャッシュ・フロー △5,159,844 △7,166,726

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額（△は増加） 77,988 126,993

 有形固定資産の取得による支出 △152,719 △954,514

 有形固定資産の売却による収入 14,665 -

 無形固定資産の取得による支出 △47,753 △4,798

 その他 △76,698 161,572

 投資活動によるキャッシュ・フロー △184,518 △670,748

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △736,000 711,015

 長期借入れによる収入 15,154,600 13,661,900

 長期借入金の返済による支出 △5,001,556 △7,271,955

 社債の償還による支出 △28,000 △28,000

 自己株式の取得による支出 - ※２  △303,566

 自己株式の処分による収入 - ※２  99,918

 配当金の支払額 △310,820 △374,243

 リース債務の返済による支出 △1,185 △1,185

 財務活動によるキャッシュ・フロー 9,077,038 6,493,882

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,732,675 △1,343,592

現金及び現金同等物の期首残高 9,139,618 14,970,200

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１  12,872,294 ※１  13,626,608
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【注記事項】

(追加情報)

　当社は、2024年５月29日開催の第58回定時株主総会において、役員退職慰労制度廃止に伴う打切り支給を決議し

ました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未払金131,753千円を固定負債の

「その他」に含めて表示しております。

 
（取締役等に対する株式報酬制度）

　当社は、2024年５月29日開催の第58回定時株主総会決議に基づき、当社の取締役（監査等委員である取締役及び

社外取締役を除きます。）に対して信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」といいます。）を導入しており

ます。

（１） 取引の概要

　本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）が当社の普通株式

（以下「当社株式」といいます。）を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が

本信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度です。

　本制度に基づく株式報酬は、2024年５月29日開催の定時株主総会の翌日から2027年５月の定時株主総会終結の日

までの３年間の間に在任する当社の取締役に対して支給いたします。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期

は、原則として退任時です。

（２） 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、当該信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当中間会計期間末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、それぞれ99,918

千円、69,100株であります。

 
(中間貸借対照表関係)

※１．所有目的の変更に伴う固定資産への振替は次の通りであります。

　　固定資産への振替

 前事業年度

(2024年２月29日)

当中間会計期間

(2024年８月31日)

（販売用不動産からの振替） (１物件） (２物件）

建物 －千円 471,781千円

土地 －千円 253,309千円

借地権 －千円 8,699千円

建設仮勘定 239,014千円 －千円

合　計 239,014千円 733,790千円
 

 
２．保証債務

分譲マンション購入者の銀行借入金に対し、保証を行っております。

 前事業年度

(2024年２月29日)

当中間会計期間

(2024年８月31日)

 (５名) (５名)

分譲マンション購入者 10,274千円 9,823千円
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(中間損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2023年３月１日
 至 2023年８月31日)

当中間会計期間
(自 2024年３月１日
 至 2024年８月31日)

広告宣伝費 422,273千円 580,361千円

ガイドルーム費 169,087千円 240,496千円

貸倒引当金繰入額 △5,780千円 196千円

役員報酬 97,900千円 106,557千円

給料及び手当 327,113千円 340,726千円

賞与引当金繰入額 136,636千円 161,643千円

退職給付費用 21,786千円 19,313千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,730千円 9,184千円

役員賞与引当金繰入額 10,275千円 9,752千円

福利厚生費 88,485千円 95,576千円

租税公課 448,315千円 458,827千円

減価償却費 12,326千円 11,808千円

支払手数料 84,707千円 99,875千円
 

 

２．売上高及び売上原価の偏向について

前中間会計期間（自 2023年３月１日　至 2023年８月31日）及び当中間会計期間（自 2024年３月１日　至 2024年８

月31日）

当社の主要事業である分譲マンション販売は、マンションの竣工後購入者へ引渡しが行われる際に売上高が計上

されるため、開発時期や工期等により業績に偏向が生じる可能性があります。

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間会計期間

(自 2023年３月１日

 至 2023年８月31日)

当中間会計期間

(自 2024年３月１日

 至 2024年８月31日)

現金及び預金 15,411,050千円 15,874,960千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金及び定期積金 △2,538,756千円 △2,248,351千円

現金及び現金同等物 12,872,294千円 13,626,608千円
 

 

※２．役員向け株式交付信託の設定に伴い、信託口が当社から当社株式を取得したことによる支出99,918千円及び

　　　当社が信託口に対し自己株式を処分したことによる収入99,918千円を含めております。
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(株主資本等関係)

前中間会計期間（自 2023年３月１日　至 2023年８月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月26日

開催の定時株主総会
普通株式 310,793 28.00 2023年２月28日 2023年５月29日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月６日

の取締役会
普通株式 288,593 26.00 2023年８月31日 2023年11月８日 利益剰余金

 

 

当中間会計期間（自 2024年３月１日　至 2024年８月31日）

１. 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月29日

開催の定時株主総会
普通株式 377,391 34.00 2024年２月29日 2024年５月30日 利益剰余金

 

 

２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月４日

の取締役会
普通株式 286,634 26.00 2024年８月31日 2024年11月13日 利益剰余金

 

（注）2024年10月４日取締役会の決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託の設定に伴い、信託口が保有す

る当社株式に対する配当金1,796千円が含まれております。

 
３．株主資本の著しい変動

当社は、2024年４月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式144,400株の取得を行っております。この結

果、当中間会計期間において、自己株式が203,648千円増加（単元未満株32株の買取り含む）し、当中間会計期間

末において自己株式が206,257千円となっております。

 
(持分法損益等)

当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間会計期間（自 2023年３月１日 至 2023年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

区分

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

分譲
マンション

販売
(千円)

戸建て住宅
販売
(千円)

その他
不動産販売
(千円)

不動産
賃貸収入
(千円)

計
(千円)

売上高        

顧客との契約
から生じる収益

16,277,087 926,247 1,972,168 － 19,175,503 17,784 19,193,288

その他の収益
（注）２

－ － － 1,596,173 1,596,173 － 1,596,173

        

 外部顧客への
 売上高

16,277,087 926,247 1,972,168 1,596,173 20,771,677 17,784 20,789,461

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

－ － － － － － －

計 16,277,087 926,247 1,972,168 1,596,173 20,771,677 17,784 20,789,461

セグメント利益 2,242,202 84,673 278,298 561,711 3,166,886 15,508 3,182,395
 

(注) １．「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、解約手付金収入、保険代理

店手数料収入及び仲介手数料等を含んでおります。

２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等が含ま

れております。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容　(差

異調整に関する事項)

利益 金額（千円）

報告セグメント　計 3,166,886

「その他」の区分の利益 15,508

全社費用（注） △679,475

中間損益計算書の営業利益 2,502,919
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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当中間会計期間（自 2024年３月１日 至 2024年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

区分

報告セグメント
その他
(千円)
（注）１

合計
(千円)

分譲
マンション

販売
(千円)

戸建て住宅
販売
(千円)

その他
不動産販売
(千円)

不動産
賃貸収入
(千円)

計
(千円)

売上高        

顧客との契約
から生じる収益

14,815,426 913,373 2,722,869 － 18,451,670 50,955 18,502,626

その他の収益
（注）２

－ － － 1,647,262 1,647,262 － 1,647,262

        

 外部顧客への
 売上高

14,815,426 913,373 2,722,869 1,647,262 20,098,932 50,955 20,149,888

 セグメント間の
 内部売上高又は
 振替高

－ － － － － － －

計 14,815,426 913,373 2,722,869 1,647,262 20,098,932 50,955 20,149,888

セグメント利益 1,544,984 72,042 620,912 516,685 2,754,625 44,482 2,799,107
 

(注) １．「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、解約手付金収入、保険代理

店手数料収入及び仲介手数料等を含んでおります。

２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等が含ま

れております。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容　(差

異調整に関する事項)

利益 金額（千円）

報告セグメント　計 2,754,625

「その他」の区分の利益 44,482

全社費用（注） △622,792

中間損益計算書の営業利益 2,176,315
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前中間会計期間

(自 2023年３月１日

 至 2023年８月31日)

当中間会計期間

(自 2024年３月１日

 至 2024年８月31日)

　１株当たり中間純利益金額 133円47銭 113円02銭

(算定上の基礎)   
中間純利益金額 (千円) 1,481,492 1,242,301

普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

普通株式に係る中間純利益金額 (千円) 1,481,492 1,242,301

普通株式の期中平均株式数 (株) 11,099,752 10,992,214
 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式

を、１株当たり中間純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めておりま

す。控除した当該自己株式の期中平均株式数は12,017株（前中間会計期間は該当ありません）です。

　

２ 【その他】

第59期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）中間配当について、2024年10月４日、2024年８月31日の株主

名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを取締役会決議いたしました。

（１）中間配当による配当金の総額　          286,634千円

（２）１株当たりの金額                      26円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日    2024年11月13日

 
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2024年10月10日

和田興産株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

神戸事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 松　 井　　理　 晃  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 武　 士　　雄　 太  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている和田興産株式会

社の2024年３月１日から2025年２月28日までの第59期事業年度の中間会計期間（2024年３月１日から2024年８月31日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、和田興産株式会社の2024年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認

められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人として

のその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間財務

諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日

までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が

ある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していない

と信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかど

うかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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